


簿記

問題1

次の取引について当社の仕訳を示しなさい。 会計期間は 1 年、 決算日は 3月3 1 日とする。

なお、 仕訳が不要な場合は「仕訳なし」と答えること。

(1)当社では、 決算日間際になり、 製造ラインで使用していた機械が故障した。 確認した結

果、 同機械はこのままでは使用に耐えないことが判明したので、 ひとまず製造ラインか

ら外し倉庫に保管した。 なお、 対象の機械は、 取得原価 300,000円、 減価償却累計額

200,000円、 耐用年数6 年、 残存価 額0円、 定額法、 間接法で減価償却を行っており、

今年度分の減価償却費は1年分として計算した。

(2)当社は、 顧客Yに売価50,000円の商品を販売するにあたり、 Yは当社に対してクレジッ

トカ ー ドでの支払いを選択した。 なお、 信販会社に対しては販売代金の1%の手数料を支

払うことになっている。

(3)当社は、 商品Aの浸透力を高めるため、 デパートの店頭に置いて、 総額60,000円分の商

品サンプルを配布した。 当該商品のサンプルを配布したアルバイトに日当9,000円を現

金で支払った。

(4)当社は、 先ごろ、 現金の帳簿残高と実際残高を突き合せたところ、 実際残高が帳簿残嵩

を50,000円超過することが明らかになり、 その旨を記帳していたが、 本日、 決算につき、

原因を調査したところ、 かかる差額のうち35,000円は売掛金の現金回収の記帳漏れであ

ると特定できたが、 残額の原因は特定できなかったため雑損益として処理することにし

た。

(5)当社は、 得意先X社に対して売掛金35,000円を有していたところ、 X社が当社に対して

保有する債務について電子債権記録機関に発生の記録を行ったとの通知を受けた。
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問題3

次の資料に基づいて下記の設問に答えなさい。 会計期間は 1 年、 決算日は 3 月 31 日とする。

資料 決算整理事項

① 前期に貸倒れとして処理した売掛金 500 円のうち 200 円を回収し、 当社の当座預金口座に

振り込まれていたが、 この事実が未記帳であった。

② 受取手形 2,000 円の支払いが拒絶されたので、 手形の遡求に伴う諸費用 100 円を現金で支払っ

たうえで、 振出人に対して償還請求をしたが、 この事実が未記帳であった。 なお、 償還請求し

た金額は1年以内に回収可能であると見込まれ、財務諸表上、 流動資産の区分に計上する。

③ 買掛金 1,200 円の支払いのため小切手を振り出して記帳していたが、 仕入先に未渡しである

ことが確認された。

④ 期末商品の帳簿残高は 30,000 円 (100 個@300 円）であった。 実地棚卸の結果、 在庫は 90

個であった。 在庫商品につき 10%の評価減を行う。 売上原価は売上原価勘定で計算し、 商

品評価損は売上原価に算入する。 財務諸表上、 棚卸減耗費は、 販売費及び一般管理費の区分

に計上する。

⑤ 売掛金と受取手形の期末残高に対して 5%の貸倒引当金を設定し、 洗替法により処理する。

財務諸表上、 貸倒引当金は、 該当する債権から直接控除して表示する。 また、財務諸表上、

貸倒引当金の繰入額と戻入額は相殺し、 戻入額が生じる場合は営業外収益の区分に計上する。

⑥ 保有している有価証券に関する情報は、 次のとおりである。

売買目的有価証券 期末時価 7,300 円

その他有価 証 券 期末時価 6,500 円

満期保有目的債券 取得日は当期の 1 月 1 日、 取得価額は 8,600 円、 額面金額は 8,800 円

償還期間 5 年、 利払日は毎年 12 月末、 ク ーポン利率は年 2%

償却原価法（定額法）で処理する

⑦ 備品の減価償却は、 定率法（償却率は年 20%) で行う。 建物の減価償却は、 定額法（耐用

年数 40 年、 残存価額 0 円）で行う。 財務諸表上、 減価償却累計額は、 該当する固定資産か

ら直接控除して表示する。

⑧ 支払利息は、 借入金について借入時に支払ったものである。 借入日は 10 月 1 日、 借入期間

は1年、 利率は年 2%である。

⑨ 1 年間の契約で借りている事務所の家賃 840 円と従業員の給料 700 円を見越計上する。
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設問

(1)解答用紙の精算表を完成させなさい。

(2)精算表に基づいて貸借対照表と損益計算書を作成した場合に、 次の金額がいくらになる

のか答えなさい。 該当する金額がない場合は、 「0」と答えること。

① 現金と当座預金の合計額

② 売掛金と受取手形の合計額

③ 流動負債の合計額

④ 売上総利益の金額

⑤ 営業外収益の合計額

⑥ 営業外費用の合計額
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資料2 当月の生産実績

月初仕掛品

完成品

月末仕掛品

400 台 (40%)

5,000 台

600 台 (70%)

注：カッコ内の数値は、 製品Xの生産台数を基準とした加工進度表を表している。

資料3 当月の原料投入量

A 原料 41,600kg 

B 原料 16,800kg 

c 原料 10,000kg 

D 原料 21,040kg 

資料4 当月の実際原価データ

月初仕掛品原価

A 原料費 92,800 円

D原料費 2,400 円

加工費 48,800 円

当月製造費用

A 原料費 1,248,000 円

B 原料費 224,000 円

c 原料費 250,000 円

D原料費 52,600 円

加工費 1,578,000 円

資料5 月末仕掛品原価は、 先入先出法によって計算している。

設問 1 ①月末仕掛品原価を答えたうえで、 内訳として②A 原料費、 ③B 原料費、 ④C 原料

費、 ⑤D 原料費、 及び⑥加工費を答えなさい。

設問 2 ①当月売上原価を答えたうえで、 内訳として②A 原料費、 ③B 原料費、 ④C 原料

費、 ⑤D 原料費、 及び⑥加工費を答えなさい。
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問題3

x 製品を製造する大阪工場では標準原価計算制度を採用しており、 パー シャル ・ プランに

よって記帳している。 資料に基づき、 以下の設問に答えなさい。 差異分析に際しては、 有利

差異であれば（＋）、 不利差異であれば（△)を数値に付しなさい。

資料1 X製品1個あたりの標準原価

直接材料費@ 120 円X30kg

直接労務費 @1,200 円X2 時間 ー

製造間接費 @1,500 円X2 時間

資料2 製造間接費予算

3,600 円

2,400 円

3,000 円

9,000 円

変動費率@600 円／時 固定費（月間） 2,700,000 円

注：製造間接費は直接作業時間を配賦基準としている。

資料3 当月の生産実績

月初仕掛品

完成品

月末仕掛品

100 個 (80%)

1,500 個

150 個 (60%)

注1 : 材料は全て始点で投入している。

注 2: カッコ内は加工進度表を表している。

資料4 当月の実際原価デー タ

直接材料費実際発生額： 125 円/kgX 44,500kg=5,562,500 円

直接労務費実際発生額： 1,250 円/kgX2,850 時間= 3,562,500 円

製造間接費実際発生額： 4,520,000 円

設問 1 当月の①完成品原価及び②月末仕掛品原価を答えなさい。

設問2 直接材料費の①価格差異と②数量差異を答えなさい。

設問3 直接労務費の①賃率差異と②時間差異を答えなさい。

設問4 製造間接費の①予算差異、 ②能率差異（変動費と固定費の合計）、 ③操業度差異を

答えなさい。
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会計学

問題

繰延資産について、 以下の設問に答えなさい。

設問 1 繰延資産とは、どのような資産であるか、 「 企業会計原則」に従っ

て簡単に説明しなさい。

設問2 貸借対照表に計上される資産とは、どのようなものであるか、 「 財

務会計の概念フレ ー ムワ ー ク」 に従って、 簡単に説明しなさい。

設問 3 設問 2 の解答を前提にした場合、繰延資産を貸借対照表に計上さ

れるべき資産となるか否かについて、理由とともに説明しなさい。

設問4 仮に貸借対照表に繰延資産を計上することが否定されるとした

場合、 いかなる理由が考えられるか、 簡単に説明しなさい。
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